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1. 2021年3月期第2四半期の連結業績（2020年4月1日～2020年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年3月期第2四半期 32,894 △18.2 331 △69.9 431 △63.8 193 △73.8

2020年3月期第2四半期 40,228 3.7 1,099 △33.3 1,190 △37.0 739 △41.9

（注）包括利益 2021年3月期第2四半期　　257百万円 （432.7％） 2020年3月期第2四半期　　48百万円 （△97.2％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円銭

2021年3月期第2四半期 10.40 ―

2020年3月期第2四半期 39.68 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2021年3月期第2四半期 62,484 47,896 74.5 2,495.97

2020年3月期 65,027 47,907 71.6 2,498.31

（参考）自己資本 2021年3月期第2四半期 46,534百万円 2020年3月期 46,578百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円銭 円 銭 円 銭

2020年3月期 ― 14.00 ― 14.00 28.00

2021年3月期 ― 14.00

2021年3月期（予想） ― 14.00 28.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2021年 3月期の連結業績予想（2020年4月1日～2021年3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 70,000 △11.3 1,000 △54.9 1,200 △50.2 700 △54.4 37.55

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注)詳細は、添付資料Ｐ．６「２．四半期連結財務諸表及び主な注記(３)四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会
計処理の適用）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2021年3月期2Q 20,036,400 株 2020年3月期 20,036,400 株

② 期末自己株式数 2021年3月期2Q 1,392,528 株 2020年3月期 1,392,258 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2021年3月期2Q 18,643,989 株 2020年3月期2Q 18,641,277 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期
決算短信（添付資料）Ｐ．２「１．当四半期決算に関する定性的情報（２）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、操業停止や部材供

給不全による生産活動の停滞、対面サービスや耐久財の需要減少が起こり、多くの国・地域で経済活動が低迷し

ました。中国など一部の国で経済活動回復の動きがみられましたが、新型コロナウイルス感染収束の状況は各国

でばらつきがあり、先行きの不透明感が続いています。わが国経済につきましては、新型コロナウイルス感染拡

大の影響により景気が大きく悪化しましたが、一部外需の回復や外出制限措置の緩和などにより回復の兆しが見

られます。

　このような環境のもと当社グループは、国内外に構築した営業体制と、品質保証・技術開発・製品コスト低減

を担う営業支援機能を組み合わせて、提案力の向上に努めるとともに、グループ内の体質強化にも取り組みまし

た。また、災害や感染症などのリスク対応力を向上させる一方、社内外コミュニケーションへのＩＴ技術導入に

より、国内外の注力市場・主要顧客との取引を拡大させる活動に注力してまいりました。

こうした状況の中、新型コロナウイルス感染症の影響による顧客の需要減少により、当第２四半期連結累計期

間の売上高は32,894百万円と前年同四半期比7,333百万円の減収、営業利益は331百万円と前年同四半期比768百万

円の減益、経常利益は431百万円と前年同四半期比758百万円の減益、親会社株主に帰属する四半期純利益は193百

万円と前年同四半期比545百万円の減益となりました。

（２）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　 2021年３月期の通期の連結業績予想につきましては、最近の業績動向を踏まえ、2020年７月30日に公表いたし

　 ました連結業績予想を修正しております。

　 詳細につきましては、2020年10月30日公表の「第２四半期連結業績予想と実績値との差異および通期連結業績

　 予想の修正に関するお知らせ」をご参照下さい。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,539 16,864

受取手形及び売掛金 19,671 17,425

電子記録債権 4,071 3,677

商品及び製品 8,289 8,267

仕掛品 403 301

原材料及び貯蔵品 153 109

その他 823 945

貸倒引当金 △18 △20

流動資産合計 49,935 47,570

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,518 4,353

土地 3,827 3,821

使用権資産（純額） 975 872

建設仮勘定 118 164

その他（純額） 1,939 1,955

有形固定資産合計 11,379 11,167

無形固定資産 574 544

投資その他の資産

投資有価証券 1,694 1,863

その他 1,465 1,361

貸倒引当金 △21 △22

投資その他の資産合計 3,138 3,202

固定資産合計 15,091 14,914

資産合計 65,027 62,484

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,552 10,410

短期借入金 384 244

未払法人税等 366 267

賞与引当金 635 637

リース債務 343 316

その他 1,373 1,365

流動負債合計 15,656 13,243

固定負債

退職給付に係る負債 44 35

資産除去債務 204 206

リース債務 861 786

その他 354 317

固定負債合計 1,464 1,345

負債合計 17,120 14,588
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,001 5,001

資本剰余金 5,128 5,128

利益剰余金 37,487 37,420

自己株式 △1,315 △1,315

株主資本合計 46,301 46,234

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 416 533

繰延ヘッジ損益 △0 △0

為替換算調整勘定 △112 △227

退職給付に係る調整累計額 △26 △4

その他の包括利益累計額合計 276 299

非支配株主持分 1,328 1,362

純資産合計 47,907 47,896

負債純資産合計 65,027 62,484
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 40,228 32,894

売上原価 32,036 25,987

売上総利益 8,192 6,906

販売費及び一般管理費 7,092 6,575

営業利益 1,099 331

営業外収益

受取利息 37 25

受取配当金 15 14

仕入割引 26 21

その他 101 108

営業外収益合計 181 169

営業外費用

支払利息 27 19

売上割引 6 2

為替差損 5 13

その他 52 34

営業外費用合計 90 69

経常利益 1,190 431

税金等調整前四半期純利益 1,190 431

法人税等 352 204

四半期純利益 838 226

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益 739 193

非支配株主に帰属する四半期純利益 98 32

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △36 116

繰延ヘッジ損益 0 0

為替換算調整勘定 △738 △90

退職給付に係る調整額 △6 21

持分法適用会社に対する持分相当額 △9 △16

その他の包括利益合計 △789 31

四半期包括利益 48 257

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △63 216

非支配株主に係る四半期包括利益 111 40
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

　 該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　 （税金費用の計算）

　 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

　 計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

　 税率を使用する方法によっております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年３月30日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年３月30日）が

2018年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、第１四半期連結会

計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

なお、収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出

荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収

益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高へ

の影響もありません。


